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（仮称）新白滝山風力発電事業に係る計画段階環境配慮書に 

対する知事意見について 

 

このことについて、環境影響評価法第３条の７第１項及び発電所の設置又は変更

の工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調

査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項目並びに当該項目に係る

調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針並びに環境の

保全のための措置に関する指針等を定める省令第 14条第３項の規定に基づき、環境

の保全の見地から別添のとおり意見を述べます。 

なお、本配慮書に対する下関市長及び長門市長の意見は、別添写しのとおりであ

り、方法書においては、これら行政機関の意見についての事業者の見解も記載して

ください。 



 

 

(仮称)新白滝山風力発電事業に係る計画段階環境配慮書に対する知事意見 

 

本事業は、ＪＲ東日本エネルギー開発株式会社が、下関市及び長門市において、最大で

総出力77,400kW（4,300kW×18基）の風力発電所を設置する事業であり、本地域の豊かな風

力により発電した電力の供給を通じて、国や県が掲げる再生可能エネルギーの主力電源化

等の政策対応に寄与するとともに、事業と地域社会の共存共栄を通じて地域経済の発展及

び活性化に貢献することを目的とするとしている。 

一方、事業実施想定区域及びその周辺には、特定植物群落「天井ケ岳のモミ林」を始め

とした植生自然度の高いモミ群落（Ⅵ）等の重要な自然環境のまとまりの場が存在するほ

か、県指定希少野生動植物種に指定されているイシドジョウや希少猛禽類であるクマタカ

の生息が確認されていることなどから、本事業による環境保全上の影響が懸念される。 

また、現在、事業実施想定区域内には、白滝山ウインドファーム株式会社（以下「既設

事業者」という。）が運営する白滝山ウインドファーム（以下「既設風力発電所」とい

う。）が稼働中であり、本事業は当該事業終了後に実施するとされているが、本配慮書で

は具体的な事業計画が明らかとなっていない。今後の事業計画の具体化に当たっては、既

設風力発電所の事業終了時期や既設風力発電設備の撤去工程を可能な限り把握した上で、

両事業による複合的な影響も考慮することが求められる。 

今後、事業計画の更なる検討に当たっては、選定した計画段階配慮事項はもとより、以

下の事項についても検討し、また、それらの経緯及び結果については、環境影響評価方法

書（以下「方法書」という。）以降の図書に適切に記載されたい。 

 

１ 全体的事項 

（１）本配慮書では、計画熟度が低いことを理由に、工事の実施に伴う環境影響を評価の

対象としていない。今後の手続きに当たっては、風力発電設備及び機材搬入路等の附

帯設備（以下「風力発電設備等」という。）の配置及び構造・機種（以下「配置等」と

いう。）並びに建設工事工程等、既設風力発電所の動向も踏まえた具体的な工事計画を

含む事業計画全体を明らかにすること。その上で、最新の知見や先行事例で得られた

知見をもとに、関係自治体等の意見や専門家の助言を踏まえて必要な評価項目を選定

し、適切な調査、予測及び評価を実施するとともに、保全措置を検討すること。 

なお、本事業の実施による環境影響を回避又は十分に低減できない場合には、風力

発電設備の配置等の再検討、対象事業実施区域の見直し及び基数の削減を含む事業計

画の見直しを行うこと。 

（２）現在、事業実施想定区域内には、既設風力発電所が稼働中である。本事業は当該事

業終了後に実施するとされているが、本事業に係る工事期間が既設風力発電設備の撤

去工事等の期間と重複することが想定される場合は、工事計画の共有等により連携を

密にした上で、想定される最大の影響を考慮した調査、予測及び評価を行うこと。 

（３）事業実施想定区域内には既設風力発電所が存在することから、当該事業に係る環境



 

 

調査の結果や事業実施による環境影響の検証により、本事業の実施による環境影響の

程度を的確に把握し、回避又は低減につなげていくことが可能であると考えられる。

このため、既設事業者に協力を求め、利用可能なデータを取得するとともに、方法書

以降の調査、予測及び評価に活用すること。 

（４）今後の手続きの実施に当たっては、地域住民、漁業者等に対し、事業内容や本事業

の実施に伴う環境影響等について、積極的な情報提供や丁寧な説明に努めるなど、真

摯に対応し、相互理解の促進に努めること。 

（５）風力発電設備の配置の検討に当たっては、既設風力発電設備の撤去箇所等、開発済

みの土地の積極的な利用に努めることにより、土地の改変量を可能な限り抑制するこ

と。なお、利用しない土地については、土砂の流出防止のため、原状回復措置を検討

すること。 

 

２ 個別的事項 

（１）騒音等 

事業実施想定区域周辺には複数の住居等が存在することから、工事の実施による騒

音及び振動並びに風車の稼働による周辺住居への騒音及び風車の影による影響が懸

念される。このため、風車の大型化、風車騒音の特性等も考慮の上、こうした影響を

回避・低減するよう、風力発電設備の配置等及び工事計画を検討すること。 

特に騒音のうち、超低周波音の影響については、最新の知見に基づく適切な状況把

握に努めるとともに、地域住民の意見等を踏まえ、環境影響評価項目に選定すること

も含めて検討すること。 

（２）水環境・水生生物 

事業実施想定区域及びその周辺には複数の河川が存在しており、県指定希少野生動

植物種に指定されているイシドジョウの生息が確認されていることなどから、工事等

で発生する土砂や濁水による水環境及び水生生物への影響が懸念される。このため、

関係自治体等の意見や専門家の助言を踏まえ、土砂や濁水による河川流域全体への影

響を考慮した適切な調査、予測及び評価を行い、水環境及び水生生物への影響を回避

又は極力低減すること。 

（３）動物・植物・生態系 

ア 事業実施想定区域及びその周辺は、希少猛禽類であるクマタカの生息が確認され

ているほか、ハチクマの渡り経路となっている可能性があることなどから、風力発

電設備の設置により、鳥類及びコウモリ類の移動経路の阻害や衝突の発生等が懸念

される。このため、風力発電設備等の配置等の検討に当たっては、専門家の助言を

得ながら調査、予測及び評価を行い、鳥類及びコウモリ類への影響を回避又は極力

低減すること。 



 

 

イ 事業実施想定区域及びその周辺には、特定植物群落「天井ケ岳のモミ林」を始め

とした植生自然度の高いモミ群落（Ⅵ）等の重要な自然環境のまとまりの場が存在

していることから、本事業の実施により、動植物の生息・生育環境等への影響が懸

念される。このため、関係自治体等の意見や専門家の助言を踏まえ、適切に調査、

予測及び評価を行い、動植物や生態系への影響を回避又は極力低減すること。 

ウ 風力発電設備等の配置等の検討に当たっては、工事に伴う騒音・振動、河川等へ

の土砂や濁水の流入、運搬車両等による砂塵や泥の巻上げ等による動植物に対する

影響を回避・低減するよう適切に調査、予測及び評価を行うこと。また、法面緑化

の施工を実施する場合は、野生動物の嗜好性も考慮した上で、当該地域の生態系に

変化を生じさせないよう、在来種の中から適切な植物種を選定するよう検討するこ

と。 

（４）景観 

風力発電設備の形状、色、配置等の検討に当たっては、関係自治体の景観計画との

整合性を図った上で、風力発電設備が視認されることによって圧迫感が生じないよう

十分に配慮すること。 

また、事業実施想定区域周辺には、北長門海岸国定公園が存在することから、調査

地点の選定に当たっては、地域住民や関係自治体の意見等を踏まえ、当該区域内から

の眺望や風力発電設備の可視領域を考慮した適切な地点を選定するとともに、適切に

調査、予測及び評価を行い、影響を回避又は極力低減すること。 

（５）人と自然との触れ合いの活動の場 

事業実施想定区域及びその周辺には、縦走コースとして利用者に親しまれている白

滝山、天井ケ岳及び一位ケ岳並びにその登山道が存在しており、本事業による直接改

変や景観変化等による影響が懸念される。このため、工事計画や風力発電設備等の配

置等の検討に当たっては、地域住民や関係者、関係自治体等の意見を踏まえ、当該人

と自然との触れ合いの活動の場の状態、利用状況を把握した上で、適切に調査、予測

及び評価を行うこと。 

 












